
 

連系線の運用容量算出における検討条件 

 

１．検討スケジュール 

 

 

 

 

２．算出断面 

（１）年間計画 

 原則として、年間４８断面とし、月別、平日／休日別、昼間／夜間別のそれぞれにつ

いて算出する。ただし、以下の場合を除く。 

 

・作業停止する場合 

  日単位で算出する。 

・東北東京間連系線（東京向） 

  日々の発電機並列状態や作業停止を考慮し、日単位で算出する。 

・制約要因が熱容量等の場合 

  以下の通り、年間１断面に簡素化して算出する。

 

別紙 

電力広域的運営推進機関 



  

・制約要因が周波数維持であって、需要の増加又は減少の傾向が明確な月がある場合 

  以下の通り、月を前半後半に分けて算出する。 

 

 

・制約要因が周波数維持以外であって、空容量が十分にあり混雑の発生が見込まれない場合 

  以下の通り、断面数を簡素化して算出する。 

 

 

 

 

（２）長期計画 

   年間１断面（最大需要時）として算出する。 

  



３．その他 

（１）算出諸元 

 

 

（２）算出ツール・判定方法 

 

 



（３）その他条件 

・常時潮流変動分（フリンジ量） 

連系線潮流実績値から計画値とのズレを求め、正規分布に置換えた時の３σ(99.7%)の値

より、過去５年の実績の最大値を切り上げ万ｋＷ単位とする。 

 

・60Hz系統での同期・電圧安定性検討時の中国九州間連系線の限界潮流 

中国九州間連系線の限界潮流は、夏季は熱容量 278 万ｋＷ、冬季は熱容量 319 万ｋＷと

する。 

 

・中国九州間連系線（中国向）におけるＥＰＰＳの考慮 

中国九州間連系線（中国向）の周波数維持要因算出時には、ＥＰＰＳ（緊急時融通装置）

により東京エリアから融通されることを考慮し、見込み量（10万ｋＷ）を加える。 

 


